


～ 申請書記載の注意点 ～

注１ 法第１７条第１項の無線設備の変更とは以下の場合です。

○無線設備の取替えを行う場合で、「電波の型式及び空中線電力」欄の記載事項に変更を伴う場合
○選択呼出装置（トーン周波数）を変更する場合
○移動範囲を変更する場合

注２ 指定事項の変更とは以下の場合です。

○「電波の型式、周波数及び空中線電力」欄の記載事項を変更しようとする場合
○「識別信号」欄の記載事項を変更しようとする場合

注３ 免許状の訂正（法第２１条）とは以下の場合が該当です。

○免許人（法人）の商号を変更した場合（＊）
○有限会社から株式会社に変更した場合
○任意団体において団体名及び代表者を変更した場合
○免許人の住所を変更した場合（常置場所が変わらない場合）
○免許状の分割を希望する場合

＊会社名の変更が「法人の合併・分割及び事業の譲渡」に起因する場合は、「免許承継」の手続きが終了していることが必要となりま
す。この場合は、免許承継について ご参照ください。

注４ 法第１７条第２項の無線設備の変更とは以下の場合です。

○無線設備の取替えを行う場合で、「電波の型式、周波数及び空中線電力」欄の記載事項に変更を伴わない場合

注５ 常置場所の変更（施行規則４３条第３項）とは以下の場合が該当します。
○「無線設備の常置場所」欄に変更があった場合（支店・工場等の移転等）

注６ その他
○ 表内に該当しない変更項目がある場合は、適宜その変更項目を追加して使用する。


